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1.  平成25年6月期の連結業績（平成24年7月1日～平成25年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年6月期 6,146 0.0 440 △17.5 467 △12.7 211 △31.4
24年6月期 6,145 3.8 533 △7.2 535 △7.3 307 8.0

（注）包括利益 25年6月期 312百万円 （△2.4％） 24年6月期 320百万円 （16.5％）

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利益
率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年6月期 53.52 50.70 10.9 10.3 7.2
24年6月期 66.58 66.46 16.7 12.9 8.7

（参考） 持分法投資損益 25年6月期  ―百万円 24年6月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年6月期 4,778 2,007 41.0 493.34
24年6月期 4,328 1,935 43.9 426.74

（参考） 自己資本   25年6月期  1,961百万円 24年6月期  1,899百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年6月期 179 △375 94 1,661
24年6月期 604 △128 △127 1,763

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年6月期 ― 0.00 ― 17.00 17.00 75 25.5 4.3
25年6月期 ― 0.00 ― 19.00 19.00 75 35.5 5.4
26年6月期(予想) ― 0.00 ― 19.00 19.00 26.6

3. 平成26年 6月期の連結業績予想（平成25年 7月 1日～平成26年 6月30日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 3,113 3.6 188 △7.6 188 △7.6 110 4.4 27.74
通期 6,471 5.3 460 4.6 480 2.6 283 34.3 71.35



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 有
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年6月期 6,112,800 株 24年6月期 5,985,000 株
② 期末自己株式数 25年6月期 2,137,348 株 24年6月期 1,534,956 株
③ 期中平均株式数 25年6月期 3,945,404 株 24年6月期 4,623,429 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成25年6月期の個別業績（平成24年7月1日～平成25年6月30日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年6月期 2,987 2.2 336 △26.3 362 △21.1 184 △28.5
24年6月期 2,922 3.9 457 △9.5 458 △9.4 257 △8.6

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

25年6月期 46.74 44.28
24年6月期 55.77 55.67

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年6月期 3,711 1,817 47.7 445.65
24年6月期 3,227 1,773 53.8 390.46

（参考） 自己資本 25年6月期  1,771百万円 24年6月期  1,737百万円

2. 平成26年 6月期の個別業績予想（平成25年 7月 1日～平成26年 6月30日） 
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

  

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、連結財務諸表に対する監査手続が実施中であり
ます。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その
達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及
び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料Ｐ２「１．経営成績 （1）経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利
益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 1,442 1.3 128 △26.7 77 △29.6 19.40
通期 3,045 1.9 310 △14.3 185 △0.6 46.68
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(1）経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績 

当連結会計年度における経済環境は、欧州の財政問題にともなうユーロ危機や新興国の景気減速などの下振れリ

スクが残る中、企業収益に一部回復の兆しが見え、平成24年末の経済対策への期待感から円安基調や株価回復の傾

向が顕著となり、経済活動は徐々に回復しつつあります。しかしながら、中国経済の減速や消費税増税政策なども

あり、消費の先行きにも不透明感が残る状況のまま推移いたしました。 

このような環境の中、当社グループは、「新たな価値を創造し、世の中の標準に進化させていく」というビジョ

ンのもと、第２オペレーションセンターの札幌開設や新規ビジネスの始動など、中長期的な成長へ向けて様々な施

策を推進し、各々のセグメントにおいて事業基盤の強化と生産性の向上に努めてまいりました。 

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高は61億46百万円（前年同期比0.0％増）、営業利益は４億40百万円

（同17.5％減）、経常利益は４億67百万円（同12.7％減）、当期純利益は２億11百万円（同31.4％減）となりまし

た。 

    

セグメント別の業績につきましては、以下の通りであります。 

  

社宅管理事務代行事業 

当事業を取巻く経営環境は、ターゲットとする大手企業の制度コンサルティングの引き合いや運用業務改善の提

案依頼などが増加し始めたことで、社宅アウトソーシングの新規需要に回復の兆しが見られました。一方、アウト

ソーシング導入済みの顧客企業における委託料の値下げ要請や、それにともなう競合他社との比較検討が増加傾向

にあり、価格競争を中心に競合は激しく、予断を許さない状況が続きました。当社は、付加価値訴求や周辺サービ

スでのコスト削減提案となる「マーカスさん」、「得々サービス」等の推進により、コストパフォーマンスを高め

ながら競争優位な立場を維持しております。 

この結果、売上面では、一部顧客企業の解約による影響があったものの、新規受注の獲得により社宅稼動件数は

前期比微増で推移し、その他既存の受託収入が概ね順調に推移したことから売上高は29億87百万円（前年同期比

2.2％増）となりました。利益面では、第２オペレーションセンターの開設やＩＴ機器設備の拡充など、サービス

継続体制の成長投資を推進してきた一方で、組織強化を目指した人材の中途採用が充分に確保できなかったことや

その他投資の一部を先送りしたことにより、営業利益は３億36百万円（同26.3％減）と減益となりましたが、期首

の計画からは大幅に上回ることとなりました。 

   

施設総合管理事業 

当事業を取巻く経営環境は、既存の受託業務の仕様見直しや高品質なサービスを求める顧客ニーズが根強く、ま

たコスト意識も高いことから、競合他社による委託先の切替えを含め、厳しい価格競争が続いております。 

こうした状況の下、価格競争力と成長性の維持・向上につなげる品質管理機能の強化及び、付加価値サービスの

利用促進に向けた取組みは、既存物件における安定した収益の確保をもたらしました。また、新たな需要喚起に向

けたノウハウの蓄積とその活用は、新規受託営業において一定の成果を上げることができました。 

この結果、売上面では、長期修繕計画に基づく大規模修繕工事を始めとするその他修繕工事において、一部に期

ずれなどが発生したものの、季節的変動要素の高い工事案件の増注があったことなどから計画を若干上回ることが

できました。一方、管理収入においては、前期に比べ新規管理件数の増加を見込むことができたものの、新たに獲

得した管理物件の稼動が次年度以降にずれ込むなど、受注及び稼動における期首計画を若干下回ったため、売上高

は31億58百万円（前年同期比2.0％減）となりました。利益面では、修繕工事の売上の増加に加え、事務効率化に

よるコスト削減効果もあり、営業利益は１億２百万円（同34.8％増）となりました。なお、販売費及び一般管理費

にのれん償却88百万円を計上しております。  

１．経営成績・財政状態に関する分析
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② 次期の見通し 

今後の見通しにつきましては、国内株式市場の持ち直しなど一部に明るい兆しはあるものの、個人の消費動向や

中国の景気動向、さらには消費税増税に向けた動向などを含め、実体経済への影響は依然不透明な状況で推移し、

未だ予断を許さない状態が継続するものと予測しております。 

このような状況の下、当社グループは、準インフラ産業としての役割を果たすためのサービス継続体制の確立及

び拡充を推進するとともに、引き続きストックの維持拡大とお客様に必要とされる新たな価値を創造してまいりま

す。 

以上により、通期連結業績見通しといたしましては、売上高64億71百万円（前期比5.3％増）、営業利益４億60

百万円（同4.6％増）、経常利益４億80百万円（同2.6％増）、当期純利益につきましては２億83百万円（同34.3％

増）を予想しております。なお、当社グループでは、毎年、事業環境の変化を踏まえて中期経営計画の見直し（ロ

ーリング）を行っておりその進捗状況を発表しておりますが、今般、計画の進捗状況ならびに事業環境の動向を加

味し、改めて発表させていただきます。 

  

（注）本資料に記載の業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、不確実

な要素が含まれております。実際の業績は、今後様々な要因により、予想と大きく異なる可能性がありま

す。 

    

(2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末の資産の状況は、前連結会計年度末に比べ４億49百万円増加し、47億78百万円となりました。

 流動資産は、前連結会計年度末に比べ２億65百万円増加し、37億45百万円となりました。これは、営業立替金が

２億64百万円増加したことによるものであります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べ１億84百万円増加し10億33百万円となり、これは主に、株価回復により投

資有価証券が１億48百万円増加したこと、関係会社株式が81百万円増加したものの、のれんの償却が進み88百万円

減少したことによるものであります。 

 当連結会計年度末の負債の状況は、前連結会計年度末に比べ３億77百万円増加し、27億71百万円となりました。

 流動負債は、前連結会計年度末に比べ３億48百万円増加し25億91百万円となり、これは主に、短期借入金３億98

百万円の増加によるものであります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べ29百万円増加し１億80百万円となりました。  

当連結会計年度末の純資産は、前連結会計年度末に比べ71百万円増加し、20億７百万円となりました。 

これは主に、当期純利益の発生等により利益剰余金が１億35百万円増加したこと、保有株式時価増加によりその

他有価証券評価差額金が１億１百万円増加したこと及び、自己株式が２億18百万円増加したことによるものであり

ます。 
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② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ１億１百万

円減少し、当連結会計年度末には16億61百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状

況とそれらの要因は、次の通りであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において、営業活動の結果増加した資金は１億79百万円（前連結会計年度は６億４百万円の資金

の増加）となりました。これは主として、税金等調整前当期純利益４億16百万円により増加したものの、営業立替

金の増加により２億64百万円減少したことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において、投資活動の結果支出した資金は３億75百万円（前連結会計年度は１億28百万円の資金

の支出）となりました。これは主として、固定資産の取得による支出が１億23百万円、貸付けによる支出１億30百

万円等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において、財務活動の結果増加した資金は94百万円（前連結会計年度は１億27百万円の資金の支

出）となりました。これは主として、短期借入金の純増が３億98百万円あったものの、自己株式の取得による支出

が２億51百万円及び配当金の支払額が75百万円あったことによるものであります。 

 なお、当企業集団のキャッシュ・フロー指標は次の通りであります。 

時価ベースの自己資本比率（％）：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

(注1) いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

(注2) 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

(注3) キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

(注4) 有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社グループは、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要政策の一つとして認識しております。 

その基本的な考え方は、長期的発展の礎となる必要不可欠な成長投資の実行を優先し、そのための内部留保を確

保しつつ、単年度の利益だけではなく過去からの剰余金や今後の事業展開の中で生み出される収益を総合的に勘案

の上、可能な限り株主の皆様に還元します。 

配当の方針につきましては、連結当期純利益に対する配当性向の基準を25％以上とし、安定的継続的な株主還元

の充実を図っていく所存であります。 

なお、当期配当金は、平成25年８月13日開催の取締役会決議に基づき、前期より２円増配し、１株当たり19円と

させていただきました。また、平成26年６月期の配当につきましては、期末配当19円を予定しております。 

  

（注）平成24年８月14日開催の取締役会決議事項 

平成25年6月期から平成27年６月期の第４次中期経営計画の期間においては、利益還元の指標を配当性向で

はなく、原則１株当たりの配当額に置き換える。  

  平成24年６月期 平成25年６月期 

自己資本比率（％）  43.9  41.0

時価ベースの自己資本比率（％）  31.2  37.3

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）  1.0  5.4

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  127.2  33.9
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(4）事業等のリスク 

当社グループの経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがありま

す。 

  

① オペレーションリスクについて 

社宅管理事務代行事業の事務処理は煩雑で件数も膨大なものとなり、オペレーションによる事務処理リスクがと

もないます。当社グループでは、事務リスクの軽減を図るため、システム管理と工程別業務管理の併用により、業

務基盤の整備を進めておりますが、事務処理における事故・不正等を起こすことにより、当社グループの経営成績

及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

   

② 季節変動について 

社宅管理事務代行事業の転勤手続きに関するサービスは、転勤者が集中する春と秋に繁忙を極めるため、オペレ

ーターの増強で人件費負担が大きくなるとともに、増加した要員に合わせた増床整備（投資）も考慮に入れる必要

性があります。 

また、転勤契約手続きにともなう社宅賃貸借契約の契約金を、顧客企業に代わって当社が一時的に立替払いを行

っており、その資金を銀行からの短期借入れで賄っていることから、春と秋には一時的な短期の借入れ債務が多く

なるとともに、顧客企業に対しては立替払い債権が多くなります。以上のことが当社グループ業績の季節変動の原

因となります。 

   

③ 情報保護リスクについて 

当社グループは、多数のお客様の個人情報をお預かりしているほか、様々な経営情報等を保有しております。こ

れらの情報の管理については、個別事業会社毎に情報セキュリティポリシーと情報セキュリティ管理規程を定め、

情報セキュリティ委員会を設置し、情報資産保護に関するマネジメントシステムのPDCAサイクルを運用しておりま

す。また個人情報の管理においては、個人情報保護方針、個人情報保護基本規程を定め個人情報保護委員会を設置

し、適切な運営体制を構築しております。なお、平成24年６月11日には、３回目となるプライバシーマークの更新

を完了いたしました。 

しかしながら、これらの対策にもかかわらず情報の流出等の重大なトラブルが発生した場合には、法的責任を課

される危険性があります。また法的責任まで問われない場合でもブランドイメージの低下などにより、当社グルー

プの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

④ 情報システムリスクについて 

当社グループは、情報システムの統合管理及び適正な財務報告の確保のために、情報システム管理規程及び情報

システム運用管理細則等のもと、効率的な開発・品質向上の徹底・安全な運用が実施できるようシステムリスクの

管理を行っております。また、重要な情報システムやネットワーク設備については、機器設備を二重化し障害に備

え、バックアップセンターでの稼働切替え等の対策を施しております。また、ファイアーウォールによる外部か

らの不正アクセスの防止、ウィルス感染対策、暗号化技術の採用等による情報漏洩対策の強化に努めております。

このように総合的な情報セキュリティの強化と事故防止に努めておりますが、未知のコンピューターウィルスの発

生等により、重要な情報資産が漏洩または毀損すること、あるいは予期できない障害を原因として情報通信システ

ムが不稼働の状態に陥る可能性は完全には排除できません。また、IT関連の技術はその革新が継続しており、お客

様の利用環境が変化しております。事業上、これらの新技術への対応が遅れた場合、当社の提供するサービスが、

陳腐化・不適応化し、競争力低下を招く可能性があります。これらの場合には、その発生の規模によっては、当社

グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

   

  ⑤ 事業継続リスクについて 

当社グループは、将来的に予測されうる大規模な自然災害、人身・物的な大事故、風評被害等、当社グループの

事業継続に大きな影響を及ぼすあらゆるリスクを想定し、経営リスク管理規程や危機管理規程により、緊急対策が

直ちに発動される体制を整えております。また、これらの災害・事故等の事象を網羅的に考慮した「事業継続計

画」を策定し、発生した事象の復旧に対しては速やかに対処できるよう運用しておりますが、被害そのものは完全

に回避できるものではないことから、これらの事象が発生した場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。 

日本社宅サービス株式会社（8945）　平成25年６月期　決算短信

－5－



⑥ 人材の確保と育成について  

本格的な人口減少社会を迎え、一層の経済規模の縮小が懸念される中、当社グループは、競争力の源泉は人材で

あり、将来の成長と成功のためには、有能な人材の確保と育成が欠かせないものと考えております。しかしなが

ら、適正な人材の採用・育成・維持・確保が計画通りに進捗しなかった場合、または有能な人材が社外に流出した

場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

   

 ⑦ 価格競争について 

当社グループが展開する市場は、激しい価格競争下にあるものの、主力の社宅アウトソーシングサービスにおい

ては、アウトソーシングの本質である管理機能の最適化と強化を基本に 調達面を含めた価格競争とは一線を引い

た独自のサービスモデルを維持するとともに、お客様のトータルコスト削減を可能とする「マーカスさん」や

「得々サービス」などの付加価値サービスの拡充に取り組んでおります。また、マンション管理市場においては、

管理費用の値下げ、見直しなどに対し、サービスの品質と価格の両面からバランスの取れた総合力を重視する施策

を推進することで収益性向上に努めております。しかしながら、当社サービスが市場における優位性を維持できな

い場合や、激しい競争によって価格の下落を招いた場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼ

す可能性があります。 
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２．企業集団の状況
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(1）会社の経営の基本方針 

当社グループは、「新たな価値を創造し、世の中の標準に進化させていく」という当社創業の意思・方針を堅持

し、新たな事業へ積極的に取り組むとともに、ストック型のビジネスを複数展開する企業グループとして、ストッ

クの維持拡大とサービスの拡充を目指し、お客様に必要とされる事業価値を創造してまいります。 

  

(2）目標とする経営指標 

当社グループは、売上高の伸長とともに利益の伸長を図る経営を実行するために、業務効率を高めながら①営業

利益成長率15％ ②売上高成長率８％ ③売上高営業利益率10％の達成を目標としております。 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

進化するアウトソーシングサービスを念頭に置き、カスタマーバリューの拡大とオペレーショナルエクセレンス

の追究を行うとともに、積極的な提案営業を行うことで市場の拡大に努めてまいります。また、ストックビジネス

の強みを活かしながら、第三第四の中核事業を育成してまいります。 

なお、今般、社会構造や産業構造が大きく変わる日本において、少子高齢化社会のインフラ整備に、アウトソー

シングを通じて、新しい価値を創造する取組みを中心に企業ビジョンを描く段階に来ていると考えております。企

業向けにさらに裾野を広げたBPO事業を、また、住まいと暮らしのインフラ整備を支援するようなアウトソーシン

グ型のサービスを実現してまいります。 

  

(4）内部管理体制の整備、運用状況 

当社グループは、コーポレート・ガバナンス強化の一環として内部管理体制の強化に努めております。詳細につ

きましては、別途開示しております「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」をご参照ください。 

（東京証券取引所ホームページ、http://www.tse.or.jp/） 

  

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

該当事項はありません。 

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成25年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,787,664 1,685,862

売掛金 262,636 214,849

未収入金 178,121 193,146

営業立替金 1,126,073 1,390,769

商品及び製品 1,422 15,843

仕掛品 3,550 4,002

原材料及び貯蔵品 2,966 4,699

繰延税金資産 51,545 47,508

その他 68,809 191,535

貸倒引当金 △2,981 △2,931

流動資産合計 3,479,808 3,745,286

固定資産   

有形固定資産   

建物 163,480 159,046

減価償却累計額 △119,346 △118,022

建物（純額） 44,133 41,024

工具、器具及び備品 160,394 196,642

減価償却累計額 △117,057 △144,205

工具、器具及び備品（純額） 43,336 52,436

土地 24,055 20,697

有形固定資産合計 111,525 114,158

無形固定資産   

のれん 90,038 1,401

その他 205,327 176,991

無形固定資産合計 295,365 178,393

投資その他の資産   

投資有価証券 195,157 343,493

関係会社株式 5,000 86,960

繰延税金資産 102,811 69,236

その他 138,696 240,812

投資その他の資産合計 441,665 740,501

固定資産合計 848,555 1,033,053

資産合計 4,328,363 4,778,339
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年６月30日) 

当連結会計年度 
(平成25年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 298,654 243,144

短期借入金 577,000 975,000

未払金 237,396 266,649

未払法人税等 147,411 74,437

営業預り金 493,365 512,200

預り金 48,400 55,993

前受金 288,510 275,290

賞与引当金 27,480 26,097

役員賞与引当金 23,309 30,669

その他 101,236 131,673

流動負債合計 2,242,765 2,591,156

固定負債   

繰延税金負債 － 16,210

退職給付引当金 150,572 163,960

固定負債合計 150,572 180,170

負債合計 2,393,337 2,771,327

純資産の部   

株主資本   

資本金 603,250 624,140

資本剰余金 350,499 373,988

利益剰余金 1,517,837 1,653,349

自己株式 △537,527 △756,428

株主資本合計 1,934,060 1,895,049

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △35,006 66,212

その他の包括利益累計額合計 △35,006 66,212

新株予約権 35,972 45,751

純資産合計 1,935,026 2,007,012

負債純資産合計 4,328,363 4,778,339
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年７月１日 
 至 平成25年６月30日) 

売上高 6,145,492 6,146,077

売上原価 4,828,959 4,915,504

売上総利益 1,316,532 1,230,573

販売費及び一般管理費   

役員報酬 105,754 109,300

給料及び手当 162,004 156,971

賞与引当金繰入額 2,941 2,402

役員賞与引当金繰入額 24,154 32,355

貸倒引当金繰入額 259 △49

退職給付費用 204 232

のれん償却額 109,988 88,636

その他 377,227 400,064

販売費及び一般管理費合計 782,534 789,914

営業利益 533,998 440,658

営業外収益   

受取利息 252 744

受取配当金 5,664 6,846

受取手数料 1,018 1,028

補助金収入 － 20,800

その他 560 1,540

営業外収益合計 7,496 30,960

営業外費用   

投資事業組合運用損 4,045 －

支払補償費 1,108 3,285

その他 726 618

営業外費用合計 5,880 3,903

経常利益 535,614 467,715

特別利益   

投資有価証券売却益 － 7,487

固定資産売却益 － 1,789

新株予約権戻入益 － 1,706

特別利益合計 － 10,983

特別損失   

固定資産除却損 216 3,851

投資有価証券売却損 － 78

投資有価証券評価損 1,289 －

減損損失 － 58,068

災害による損失 5,000 －

特別損失合計 6,505 61,997

税金等調整前当期純利益 529,108 416,701

法人税、住民税及び事業税 279,825 207,772

法人税等調整額 △58,551 △2,233

法人税等合計 221,273 205,538

少数株主損益調整前当期純利益 307,834 211,162

当期純利益 307,834 211,162
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年７月１日 
 至 平成25年６月30日) 

少数株主損益調整前当期純利益 307,834 211,162

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 12,273 101,218

その他の包括利益合計 12,273 101,218

包括利益 320,107 312,381

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 320,107 312,381

少数株主に係る包括利益 － －

日本社宅サービス株式会社（8945）　平成25年６月期　決算短信

－12－



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年７月１日 
 至 平成25年６月30日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 603,250 603,250

当期変動額   

新株の発行 － 20,889

当期変動額合計 － 20,889

当期末残高 603,250 624,140

資本剰余金   

当期首残高 350,499 350,499

当期変動額   

新株の発行 － 20,889

自己株式の処分 － 2,598

当期変動額合計 － 23,488

当期末残高 350,499 373,988

利益剰余金   

当期首残高 1,277,099 1,517,837

当期変動額   

剰余金の配当 △67,096 △75,650

当期純利益 307,834 211,162

当期変動額合計 240,737 135,512

当期末残高 1,517,837 1,653,349

自己株式   

当期首残高 △389,301 △537,527

当期変動額   

自己株式の取得 △148,226 △251,662

自己株式の処分 － 32,761

当期変動額合計 △148,226 △218,901

当期末残高 △537,527 △756,428

株主資本合計   

当期首残高 1,841,548 1,934,060

当期変動額   

新株の発行 － 41,779

剰余金の配当 △67,096 △75,650

当期純利益 307,834 211,162

自己株式の取得 △148,226 △251,662

自己株式の処分 － 35,359

当期変動額合計 92,511 △39,011

当期末残高 1,934,060 1,895,049
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年７月１日 
 至 平成25年６月30日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △47,279 △35,006

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 12,273 101,218

当期変動額合計 12,273 101,218

当期末残高 △35,006 66,212

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △47,279 △35,006

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 12,273 101,218

当期変動額合計 12,273 101,218

当期末残高 △35,006 66,212

新株予約権   

当期首残高 － 35,972

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 35,972 9,778

当期変動額合計 35,972 9,778

当期末残高 35,972 45,751

純資産合計   

当期首残高 1,794,269 1,935,026

当期変動額   

新株の発行 － 41,779

剰余金の配当 △67,096 △75,650

当期純利益 307,834 211,162

自己株式の取得 △148,226 △251,662

自己株式の処分 － 35,359

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 48,245 110,997

当期変動額合計 140,757 71,986

当期末残高 1,935,026 2,007,012
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年７月１日 
 至 平成25年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 529,108 416,701

減価償却費 56,930 81,295

株式報酬費用 35,972 30,081

新株予約権戻入益 － △1,706

減損損失 － 58,068

のれん償却額 109,988 88,636

貸倒引当金の増減額（△は減少） 259 △49

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,694 △1,382

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △4,699 7,359

退職給付引当金の増減額（△は減少） 9,417 13,388

受取利息及び受取配当金 △5,917 △7,591

支払利息 4,710 5,191

投資有価証券評価損益（△は益） 1,289 －

投資有価証券売却損益（△は益） － △7,409

投資事業組合運用損益（△は益） 4,045 △84

固定資産除却損 216 3,851

有形固定資産売却損益（△は益） － △1,789

災害損失 5,000 －

売上債権の増減額（△は増加） △53,470 47,786

仕入債務の増減額（△は減少） 87,128 △64,833

営業立替金の増減額（△は増加） △15,342 △264,695

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,637 △16,606

前受金の増減額（△は減少） 69,515 △13,220

営業預り金の増減額（△は減少） △66,118 18,835

その他 140,549 65,843

小計 910,640 457,670

利息及び配当金の受取額 5,858 7,771

利息の支払額 △4,751 △5,313

災害損失の支払額 △5,000 －

法人税等の支払額 △302,270 △280,252

営業活動によるキャッシュ・フロー 604,476 179,876

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △7 △5

有形固定資産の取得による支出 △33,395 △48,696

無形固定資産の取得による支出 △83,729 △74,632

有形固定資産の売却による収入 － 10,017

投資有価証券の取得による支出 △241 △26,614

投資有価証券の売却による収入 － 36,546

関係会社株式の取得による支出 △5,000 △46,600

貸付けによる支出 － △130,000

保険積立金の積立による支出 － △102,368

敷金の差入による支出 △11,910 －

その他 5,300 6,641

投資活動によるキャッシュ・フロー △128,984 △375,712
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年７月１日 
 至 平成25年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 88,000 398,000

株式の発行による収入 － 22,996

自己株式の取得による支出 △148,226 △251,662

配当金の支払額 △67,177 △75,306

財務活動によるキャッシュ・フロー △127,403 94,027

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 348,088 △101,807

現金及び現金同等物の期首残高 1,415,322 1,763,411

現金及び現金同等物の期末残高 1,763,411 1,661,604
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 該当事項はありません。  

   

１．連結の範囲に関する事項 

子会社は全て連結しております。 

連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

ダイワード株式会社 

２．持分法の適用に関する事項 

持分法を適用していない関連会社 

 持分法を適用していない関連会社（株式会社スリーＳ・株式会社コム・アンド・コム）は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外してお

ります。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資については、組合契約に規定される決算

報告日において入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっておりま

す。 

②たな卸資産 

商品・仕掛品 

 主として移動平均法による原価法（貸借対照表額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

を採用しております。 

仕掛品 

 主として個別法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

を採用しております。 

貯蔵品 

 最終仕入原価法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

を採用しております。 

（5）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）
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(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

 法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

建物（建物附属設備は除く） 

イ平成10年３月31日以前に取得したもの 

旧定率法 

ロ平成10年４月１日から平成19年３月31日までに取得したもの 

旧定額法 

ハ平成19年４月１日以降に取得したもの 

定額法 

建物以外 

イ平成19年３月31日以前に取得したもの 

旧定率法 

ロ平成19年４月１日以降に取得したもの 

定率法 

 なお、取得価額 万円以上 万円未満の少額減価償却資産については、支出時に費用処理しておりま

す。 

②無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

   なお、自社利用ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５～８年）に基づく定額法によ

っております。 

  

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。 

③役員賞与引当金 

 役員賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

④退職給付引当金 

 連結子会社について、従業員の退職給付に備えるため、退職給付会計に関する実務指針（会計制度委員

会報告第13号）に定める簡便法に基づき、退職金規程による連結会計年度末自己都合要支給額を計上して

おります。 

(4)のれんの償却方法及び償却期間 

 のれんについては、７年間で均等償却しております。 

(5)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

(6)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

  

（会計上の見積りの変更と区分することが困難な会計方針の変更）  

 当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年７月１日以後に取得した有形

固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 この変更による当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であり

ます。 

           

（会計上の見積りの変更） 

  該当事項はありません。  

10 20

（会計方針の変更）
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１．報告セグメントの概要 

  当社グループの報告セグメントは、構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、当社グル

ープの取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象とな

っているものであります。 

  当社グループは各社で独立した単一事業を取り扱っており、会社単位で戦略を立案し、事業活動を展

開しております。従って、当社グループは各社の事業区分である「社宅管理事務代行事業」及び「施

設総合管理事業」の２つを報告セグメントとしております。 

 「社宅管理事務代行事業」は、社宅管理事務に関する代行業務とそれに関わるシステム導入等のサー

ビスを行っております。「施設総合管理事業」は、マンション等の施設管理及び修繕工事等を行って

おります。  

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。 

  報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

 セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報  

前連結会計年度（自 平成23年７月１日 至 平成24年６月30日）  

 （注）１．調整額の主な内容は、次のとおりであります。 

（1）セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。 

（2）セグメント資産の調整額は、セグメント間債権債務消去であります。 

 ２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

  

報告セグメント 

合計 

（千円） 

調整額 

（千円）  

（注）１ 

合計 

（千円） 

（注）２ 

社宅管理事

務代行事業 

（千円） 

施設総合管

理事業 

（千円） 

売上高           

  外部顧客に対する売上高  2,922,106  3,223,385  6,145,492  － 6,145,492

  セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 607  4,347  4,954  (4,954)  －

計  2,922,714  3,227,732  6,150,446  (4,954)  6,145,492

セグメント利益  457,006  76,213  533,220  778  533,998

セグメント資産  2,373,522  1,972,597  4,346,119  (17,755)  4,328,363

その他の項目          

 減価償却費   42,428  14,501  56,930  －  56,930

 のれんの償却額   －  109,988  109,988  －  109,988

  有形固定資産及び無形固定 

資産の増加額  
90,855  8,823  99,678  －  99,678
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当連結会計年度（自 平成24年７月１日 至 平成25年６月30日）  

 （注）１．調整額の主な内容は、次のとおりであります。 

（1）セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。 

（2）セグメント資産の調整額は、セグメント間債権債務消去であります。 

 ２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

前連結会計年度（自  平成23年７月１日  至  平成24年６月30日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

  セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。  

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

  本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。  

  

(2）有形固定資産 

  本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

  外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高であって、連結損益計算書の売上高の10％以上を

占めるものがないため、記載を省略しております。  

  

当連結会計年度（自  平成24年７月１日  至  平成25年６月30日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

  セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。  

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

  本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。  

  

(2）有形固定資産 

  本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

  外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高であって、連結損益計算書の売上高の10％以上を

占めるものがないため、記載を省略しております。  

  

報告セグメント 

合計 

（千円） 

調整額 

（千円）  

（注）１ 

合計 

（千円） 

（注）２ 

社宅管理事

務代行事業 

（千円） 

施設総合管

理事業 

（千円） 

売上高           

  外部顧客に対する売上高  2,987,423  3,158,653  6,146,077  － 6,146,077

  セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 424  4,306  4,730  (4,730)  －

計  2,987,848  3,162,959  6,150,807  (4,730)  6,146,077

セグメント利益  336,659  102,747  439,406  1,251  440,658

セグメント資産  2,857,725  1,946,694  4,804,419  (26,079)  4,778,339

その他の項目          

 減価償却費  67,839  13,455  81,295  －  81,295

 のれんの償却額   －  88,636  88,636  －  88,636

  有形固定資産及び無形固定 

資産の増加額  
66,596  1,076  67,673  －  67,673

ｂ．関連情報

日本社宅サービス株式会社（8945）　平成25年６月期　決算短信

－20－



  

前連結会計年度（自  平成23年７月１日  至  平成24年６月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自  平成24年７月１日  至  平成25年６月30日） 

  

前連結会計年度（自  平成23年７月１日  至  平成24年６月30日）  

  

当連結会計年度（自  平成24年７月１日  至  平成25年６月30日）  

  

前連結会計年度（自  平成23年７月１日  至  平成24年６月30日） 

 該当事項はありません。  

  

当連結会計年度（自  平成24年７月１日  至  平成25年６月30日） 

 該当事項はありません。  

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

  
 社宅管理事務代行事業 

（千円）  

施設総合管理事業 

（千円）  

 合計 

  （千円）  

減損損失  58,068  －  58,068

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

  
 社宅管理事務代行事業

（千円）  

施設総合管理事業 

（千円）  

合計 

（千円）  

 当期償却額             －          109,988         109,988

 当期末残高             －           90,038          90,038

  
 社宅管理事務代行事業

（千円）  

施設総合管理事業 

（千円）  

合計 

（千円）  

 当期償却額             －          88,636          88,636

 当期末残高             －           1,401           1,401

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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（注）１．当社は、平成24年３月16日開催の取締役会決議に基づき、平成24年５月１日付をもって普通株式１株につき２

株の割合で株式分割をいたしました。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり

純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。 

   

   ２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであ

ります。なお、平成24年５月１日付株式分割（普通株式１株につき２株の割合）による分割後の株式数に換算

しております。 

  

該当事項はありません。  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成23年７月１日 
至 平成24年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年７月１日 
至 平成25年６月30日） 

１株当たり純資産額 円 426.74

１株当たり当期純利益金額 円 66.58

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
円 66.46

１株当たり純資産額 円 493.34

１株当たり当期純利益金額 円 53.52

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
円 50.70

  
前連結会計年度 

(自 平成23年７月１日 
至 平成24年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年７月１日 
至 平成25年６月30日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円）  307,834  211,162

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  307,834  211,162

期中平均株式数（株）  4,623,429  3,945,404

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  150,000  219,433

 （うち新株予約権（株））  (150,000)  (219,433)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

 平成17年９月28日定時株主総会

において決議された新株予約権

個（普通株式 

株）  

 平成23年９月28日定時株主総会

において決議された新株予約権

個（普通株式 株）  

147,000 147,000

396 79,200

 平成17年９月28日定時株主総会

において決議された新株予約権

個（普通株式 株）  5,400 5,400

（重要な後発事象）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年６月30日) 

当事業年度 
(平成25年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 534,906 446,346

売掛金 72,175 52,260

営業立替金 1,108,351 1,373,254

商品及び製品 － 2,400

仕掛品 3,550 4,002

貯蔵品 1,595 1,447

前払費用 40,106 40,410

繰延税金資産 15,231 10,553

短期貸付金 － 130,000

未収入金 12,907 19,811

その他 453 1,460

貸倒引当金 △1,193 △1,446

流動資産合計 1,788,084 2,080,499

固定資産   

有形固定資産   

建物 85,608 94,030

減価償却累計額 △61,178 △66,754

建物（純額） 24,430 27,276

工具、器具及び備品 139,709 176,466

減価償却累計額 △103,401 △128,589

工具、器具及び備品（純額） 36,307 47,877

有形固定資産合計 60,738 75,153

無形固定資産   

商標権 1,083 853

ソフトウエア 133,224 157,561

ソフトウエア仮勘定 44,968 5,114

その他 614 614

無形固定資産合計 179,890 164,145

投資その他の資産   

投資有価証券 192,586 339,180

関係会社株式 859,173 941,133

長期前払費用 175 －

繰延税金資産 35,376 －

敷金及び保証金 109,614 109,398

その他 2,054 2,387

投資その他の資産合計 1,198,981 1,392,100

固定資産合計 1,439,611 1,631,398

資産合計 3,227,696 3,771,898
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年６月30日) 

当事業年度 
(平成25年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 － 2,520

短期借入金 577,000 975,000

未払金 109,983 141,182

未払費用 23,830 25,978

未払法人税等 93,892 34,250

未払消費税等 18,207 13,860

前受金 104,462 92,040

営業預り金 443,134 491,668

預り金 34,085 41,082

前受収益 3,449 10,240

賞与引当金 17,474 16,152

役員賞与引当金 18,509 24,189

流動負債合計 1,444,030 1,868,165

固定負債   

預り保証金 10,095 10,095

繰延税金負債 － 16,210

固定負債合計 10,095 26,306

負債合計 1,454,126 1,894,471

純資産の部   

株主資本   

資本金 603,250 624,140

資本剰余金   

資本準備金 350,499 371,389

その他資本剰余金 － 2,598

資本剰余金合計 350,499 373,988

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 1,354,912 1,463,683

利益剰余金合計 1,354,912 1,463,683

自己株式 △537,527 △756,428

株主資本合計 1,771,135 1,705,383

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △33,537 66,292

評価・換算差額等合計 △33,537 66,292

新株予約権 35,972 45,751

純資産合計 1,773,569 1,817,427

負債純資産合計 3,227,696 3,711,898

日本社宅サービス株式会社（8945）　平成25年６月期　決算短信

－24－



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成24年７月１日 
 至 平成25年６月30日) 

売上高 2,922,714 2,987,848

売上原価 1,944,559 2,127,337

売上総利益 978,154 860,510

販売費及び一般管理費   

役員報酬 81,874 78,100

給料及び手当 123,105 111,158

法定福利費 31,210 28,816

賞与引当金繰入額 2,840 2,275

役員賞与引当金繰入額 19,740 25,875

外注人件費 9,144 29,351

賞与 － 26,730

株式報酬費用 34,612 －

消耗品費 6,386 7,348

支払報酬 40,142 42,872

減価償却費 6,541 9,017

地代家賃 23,873 22,040

貸倒引当金繰入額 55 253

その他 141,622 140,010

販売費及び一般管理費合計 521,148 523,851

営業利益 457,006 336,659

営業外収益   

受取利息及び配当金 5,659 7,018

受取手数料 835 853

保険解約返戻金 － 779

システム導入負担金 587 847

補助金収入 － 19,000

その他 333 791

営業外収益合計 7,414 29,289

営業外費用   

投資事業組合運用損 4,045 －

支払補償費 1,108 3,285

その他 552 518

営業外費用合計 5,706 3,803

経常利益 458,714 362,146

特別利益   

投資有価証券売却益 － 7,487

新株予約権戻入益 － 1,706

特別利益合計 － 9,193

特別損失   

固定資産除却損 25 88

投資有価証券評価損 1,289 －

減損損失 － 58,068

災害による損失 5,000 －

特別損失合計 6,314 58,156

税引前当期純利益 452,399 313,183

法人税、住民税及び事業税 193,803 127,778

法人税等調整額 733 982

法人税等合計 194,536 128,761

当期純利益 257,863 184,422
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（注） 

売上原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成23年７月１日 
  至 平成24年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成24年７月１日 

  至 平成25年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 労務費 ※２  943,700  47.9  1,074,254  50.3

Ⅱ 外注費    453,693  23.0  402,576  18.8

Ⅲ 経費 ※３  573,668  29.1  659,218  30.9

  計    1,971,061  100.0  2,136,048  100.0

  他勘定振替  ※４  23,584        8,259      

  当期発生総原価    1,947,477        2,127,789      

  期首仕掛品たな卸高    632        3,550      

      計    1,948,110        2,131,339      

  期末仕掛品たな卸高    3,550        4,002      

  売上原価    1,944,559        2,127,337      

                           

前事業年度 
（自 平成23年７月１日 

  至 平成24年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成24年７月１日 

  至 平成25年６月30日） 

１ 原価計算の方法 

 プロジェクト別の個別原価計算による実際原価計算を行

っております。 

１ 原価計算の方法 

同 左 

※２ 労務費の主な内訳は次のとおりであります。 ※２ 労務費の主な内訳は次のとおりであります。 

給料手当 千円535,026

賞与 千円105,650

法定福利費 千円111,041

賞与引当金繰入額 千円14,138

給料手当 千円603,120

賞与 千円137,094

法定福利費 千円125,029

賞与引当金繰入額 千円12,967

※３ 経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※３ 経費の主な内訳は次のとおりであります。 

振込手数料 千円175,472

営業手数料 千円43,275

サブリース費用 千円2,359

地代家賃 千円80,273

振込手数料 千円173,397

営業手数料 千円46,285

サブリース費用 千円3,517

地代家賃 千円96,561

※４ 他勘定振替の内訳は次のとおりであります。 ※４ 他勘定振替の内訳は次のとおりであります。 

        

ソフトウエア 千円14,502

ソフトウエア仮勘定 千円9,082

        

ソフトウエア 千円3,144

ソフトウエア仮勘定 千円5,115
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成24年７月１日 
 至 平成25年６月30日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 603,250 603,250

当期変動額   

新株の発行 － 20,889

当期変動額合計 － 20,889

当期末残高 603,250 624,140

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 350,499 350,499

当期変動額   

新株の発行 － 20,889

当期変動額合計 － 20,889

当期末残高 350,499 371,389

その他資本剰余金   

当期首残高  －

当期変動額   

自己株式の処分 － 2,598

当期変動額合計 － 2,598

当期末残高 － 2,598

資本剰余金合計   

当期首残高 350,499 350,499

当期変動額   

新株の発行 － 20,889

自己株式の処分 － 2,598

当期変動額合計 － 23,488

当期末残高 350,499 373,988

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

当期首残高 1,164,145 1,354,912

当期変動額   

剰余金の配当 △67,096 △75,650

当期純利益 257,863 184,422

当期変動額合計 190,766 108,771

当期末残高 1,354,912 1,463,683

利益剰余金合計   

当期首残高 1,164,145 1,354,912

当期変動額   

剰余金の配当 △67,096 △75,650

当期純利益 257,863 184,422

当期変動額合計 190,766 108,771

当期末残高 1,354,912 1,463,683

自己株式   

当期首残高 △389,301 △537,527

当期変動額   

自己株式の取得 △148,226 △251,662

自己株式の処分 － 32,761

当期変動額合計 △148,226 △218,901

当期末残高 △537,527 △756,428
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成24年７月１日 
 至 平成25年６月30日) 

株主資本合計   

当期首残高 1,728,594 1,771,135

当期変動額   

新株の発行 － 41,779

剰余金の配当 △67,096 △75,650

当期純利益 257,863 184,422

自己株式の取得 △148,226 △251,662

自己株式の処分 － 35,359

当期変動額合計 42,540 △65,751

当期末残高 1,771,135 1,705,383

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △45,304 △33,537

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 11,767 99,829

当期変動額合計 11,767 99,829

当期末残高 △33,537 66,292

新株予約権   

当期首残高 － 35,972

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 35,972 9,778

当期変動額合計 35,972 9,778

当期末残高 35,972 45,751

純資産合計   

当期首残高 1,683,290 1,773,569

当期変動額   

新株の発行 － 41,779

剰余金の配当 △67,096 △75,650

当期純利益 257,863 184,422

自己株式の取得 △148,226 △251,662

自己株式の処分 － 35,359

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 47,739 109,608

当期変動額合計 90,279 43,857

当期末残高 1,773,569 1,817,427
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